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平成 30年度 掛川市社会福祉協議会事業報告（概要版） 

１ 総括 

平成 30年度は、新たな制度対応や支援構築に向けて、大きな枠組みを作る本格的な検討

と準備に取り組んだ。併せて、「第三次地域福祉計画・地域福祉活動計画」（スマイルプラ

ンかけがわ 21、以下「第三次スマイルプラン」）も３年目を迎える中、計画の推進ととも

に、新たな取り組み課題を含めて第四次計画に向けて、中間の見直し作業を行った。 

まず、介護保険制度改正に伴う新地域支援事業の体制整備の受託をし、各ふくしあに生

活支援コーディネーターを配置(CSW兼務)して地域の支えあい活動の推進を図るとともに、

行政とともに「掛川市地域支え合い推進フォーラム」を開催し、市民啓発を図った。 

また、市民後見制度導入や法人後見体制の整備については、菊川市・御前崎市とともに

３市広域による市民後見人養成研修をスタートさせた。市民後見人の養成やその受け皿と

なる法人後見の体制づくりなどについて、３市の行政・社協間で事務局をつくり、本格的

な体制づくりへと取り組み始めた。 

 介護保険事業においては、年度当初に居宅介護支援事業、訪問介護事業の２年後の終了

を公表し、利用者や他事業所・関係機関等に対し、説明や具体的な調整を行なってきた。 

 指定管理施設においては、老人福祉センター山王荘、大須賀老人福祉センター、大東児

童館、大須賀児童館の４施設の指定が３年目となり、自主事業としてのイベントなども軌

道に乗ってきている。 

そのような中で、当会では、地域福祉を推進する団体として、地域包括ケアの推進を図

るため、ふくしあの機能強化を重点課題として、各事業が連動する個別支援・地域支援・

組織支援の構築に尽力した一年であった。 
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２ 特記事項 

 30年度特徴的な事業に対して、具体的な成果等を示す。 

施策

NO. 
事業名 内容・成果等 

第３ 法人後見実施の

準備 

行政と協働し、菊川市・御前崎市とともに３市広域の推進

体制を整え、協議を開始した。 

第

５・６ 

指定管理施設の

安定運営 

 

指定管理契約更新 3 年目の老人福祉センターと児童館の 4

施設において、ヘルストロンの有料化やペットボトル飲料

の販売などの自主財源確保や、将棋大会や囲碁大会、グラ

ウンドゴルフ大会など、利用者拡大のための自主事業も軌

道に乗ってきている。 

第８ 介護保険制度改

正に伴う体制整

備と、介護保険事

業の見直し 

平成 31 年度に居宅介護支援事業及び訪問介護事業を終了す

ることを公表し、利用者及び関係事業者等との調整を開始し

た。 

第８ ひきこもり者支

援事業の実施 

ひきこもり者支援の取り組みを開始して 5年目となり、学習

会やサロンもほぼ毎月実施し、相談につながるケースが増え

てきた。 

支援者連絡会も充実が図られ、昨年に引き続き支援マップ

を、卒業前の市内全中学 3年生に配布した。 

昨年度から開設した「居場所（月 1 回）」も利用者こそ多く

はないが、当事者の次のステップとなってきている。 

第 13 社会福祉法人と

の連携 

社会福祉法人の社会貢献活動について市内を中心とした社

会福祉法人の参加を得て、法人貢献研究会を年２回開催し、

情報交換とともに、地域に向けた社会資源の資料を作成し

た。 

第 13 ふくしあによる

第２層生活支援

コーディネータ

ー(SC)の配置 

ふくしあ CSW の兼務による第２層 SC により、地域における

支えあい活動の推進支援を行うとともに、地域包括支援セン

ター認知症推進員と協働して、「認知症カフェ」の試行を行

った。 

第 13 地域福祉推進組

織あり方の方針

の具現化 

28 年度策定した「掛川市の地域福祉推進組織のあり方（方

針）」を基に、地区まちづくり協議会と地区福祉協議会の組

織改編なども含め、CSWが各地域で支援した。 

第 14 第三次スマイル

プランかけがわ

21 の優先課題の

推進と見直し 

地域に対し、４つの優先課題の普及及び推進支援を行うとと

もに、計画開始３年目にあたり、あらたな福祉課題に対して

中間見直しを行った。 
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３ 施策別説明 

見出しは第三次地域福祉計画・地域福祉活動計画の施策の大綱に基づいて区分しています。 

またページは、事業報告書正本の該当ページを示しています。 

第１ 安心をつなぐ（1～2ページ） 

掛川市における災害時支援活動の充実を図るため、行政及び「災害ボランティア 

コーディネーター掛川」と連携を取りながら、災害ボランティアセンター立ち上げ訓

練をおこなっている。今年度は、災害時特例(緊急小口資金)貸付窓口設置のシミュ 

レーションも行った。市民啓発では、近年清水区で災害ボランティアセンターを立ち

上げ時の担当者を講師に招いたボランティア養成講座を開催し、災害ボランティアの

養成に努めた。今後も、より実践的な訓練の積み上げをおこなっていきたい。 

 

第２ 地域をつなぐ（2～4ページ） 

    地域の中で見守りを高め、身近な支えあい体制を再構築していくための「小地域

福祉ネットワーク活動」の推進支援を継続しておこなった。普及のための学習活動

も、全体研修の他、ふくしあ単位である 5 箇所のエリア別研修会を実施し、活動の

地域密着化を図った。 

4 月に実施した「小地域福祉ネットワーク活動取り組み状況調査」の結果による

と、204の区のうち、社協提案による支援員型の実施 85区、独自の方式による実施

33 区、準備中 12 区、検討中 46 区、検討無 28 区で、前年度より実践地区は大幅に

増加している。本事業の普及に向けた地道な学習活動が実践地区拡大につながって

おり、第三次スマイルプランの重点取り組み事業の一つである「認知症の人の見守

り・支えあい」活動の実践の一つとして普及・啓発に当たったことや、CSW が兼務

している生活支援コーディネーターが（SC）が地域の支え合い活動を積極的に養成

支援していることも増加要因の一つになっていると考える。 

 

第３ 情報をつなぐ（4～11ページ） 

    相談件数は、ふくしあや、制度開始から 4 年目となる生活困窮者自立支援事業及

び家計相談支援事業の認知度上昇により、全体として増加している。貸付相談では、

件数自体の増加はないが、担当者とふくしあとの連携による、償還指導や家計相談

を中心とした、生活再建に力を入れている。福祉課と健康づくり課からの受託でお

こなっている心身障害児に対する訪問・相談活動については、本年度活動を大きく

見直した結果、相談件数や利用児の増加につながった。 

    情報提供事業では、社協だよりを中心に情報提供活動に努めた。ホームページを

始め、フェイスブックの活用など、社協事業のＰＲを積極的におこなった。また、

児童館だよりや介護者だよりなどにより、事業ごとの情報提供にも努めた。 
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    権利擁護の 1つである日常生活自立支援事業では、43人の契約者に対して支援を

行い、5,000件を超える相談と、1,000件近い支援を行うなど、この事業に対する需

要は変わらず高まっている。併せて、成年後見における市民後見人育成については

行政とともに、菊川市・御前崎市を含めた広域実施の体制をはかり、「市民後見人養

成推進委員会」を設置し「市民後見人養成講座」をスタートさせた。今年度第１期

生として３市で 12人受講し、内掛川市民は 6人が学びを始めている。 

 

第４ 人がつながる（11～17ページ） 

    「第 14回ふれあい広場」は、10 月 21日（日）に開催し、約 2,500人の参加者を

得た。 

    在宅介護者に対しては、情報提供と当事者支援を目的とした研修や交流会、施設

見学、介護者サロン「のんびり」などの在宅介護者支援事業を、会場を移動しなが

ら実施した。併せて、認知症家族介護者交流事業「笑顔のつどい」として、おしゃ

べりサロンや学習会などの支援活動も北部会場、南部会場でそれぞれ毎月実施した。

外出すること自体に制約がある介護者も多いため、参加者数は望めないが、介護者

がお互いの心情を受け止めながら支えあう姿は、この事業が当事者の組織化として

重要な役割を果たしている事を示している。 

    休日に外出することの少ない知的障がい者や精神障がい者が、ボランティアとと

もに、社会体験活動をおこなったり、会食やレクリエーションを通じて交流を図る

場としての居場所「青年学級この指とまれ・四つ葉の会」及び「ほっとほっとサロ

ン北会場・南会場」を毎月実施した。移動手段を持たない人も多いため、それぞれ

掛川区域と大東・大須賀区域の 2 会場で開催した。参加者は毎回の参加を楽しみに

している。 

    平成 20年度から実施している「障がい者の交流の場づくり事業」は、4月 28日、

総合福祉センターを会場としてダンス・レクリエーション体験を実施し 26人の参加

者を得たが、社協事業として一定の役割を達成したと判断し、本年度で終了とした。 

 

第５ 老いが活きる（17～24ページ） 

    高齢者の孤立防止と生きがいづくりとして、地区福祉協議会が主催する「高齢者

ふれあいいきいきサロン」「複合サロン」の普及推進に努めた。4月の調査では、86

会場で開催されていた。 

    老人福祉センターは、山王荘と大須賀老人福祉センターの他、高齢者生きがい活

動拠点事業の実施場所である「たまり～な」を含めて、3 箇所の拠点を中心に、生

きがい教室・趣味クラブを開催した。 

特に指定管理施設である山王荘と大須賀老人福祉センターは、グラウンドゴルフ大

会や将棋大会などの新たな自主事業も軌道にのり、新規利用者の拡大も図られている。 

    シニアクラブの事務局として、若手委員会や加入促進活動の活性化など、掛川市
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連合会、掛川支部、大東支部、大須賀支部の各活動を支援した。シニアクラブの加

入率の低下は継続的課題となっており、社協としても活動支援に力を入れていきた

い。 

    介護予防事業では、生きがい活動支援通所事業として生きがいデイサービス事業

を受託し、掛川区域 2箇所、大東区域 11箇所、大須賀区域 4箇所で高齢者の介護予

防に努めた。掛川区域では引き続き「和田岡会場」と「桜木会場」が併用された。 

 

第６ 子どもが躍る（24～40ページ） 

    子ども支援では、掛川児童交流館を会場として、障がいを持った子どもの発達を

促すためのおもちゃ図書館を毎月 1回、第 3日曜日に開催した。 

    法定児童館である大東児童館及び大須賀児童館では、指定管理施設として利用者

拡大に努めた。 

また、館外活動として、大東・大須賀区域の 7つの小学校を会場に移動児童館を実

施したほか、掛川区域においても、曽我小学校・和田岡小学校で実施した。 

受託施設である掛川児童交流館は、今年度開館 10 周年を迎えると共に来館者 30

万人を達成し、多くの市民に活用いただいている。社協では３館の運営を担い、社協

だからこそできる「地域ぐるみの子育て支援」の基盤づくりの拠点として、各種事業

の実施にあたっていきたい。 

また、子ども会（大東地区会・大須賀地区会）事務局等の子ども関連団体の支援も

おこなった。 

    子育て支援では、放課後児童健全育成事業（学童保育所）について、大坂小学童

保育所で分室が開設するなど、13箇所の運営をおこなった。学童保育のニーズは年々

高まっており、運営規模も大きくなってきている。今年度、運営者の変更について

行政で公募を行ったが調整できず、引き続き社協で運営を担っているが、継続課題

となっている。 

    13年度に受託事業としてスタートした心身障害児学童保育所の「かざぐるま」と

「みなみかぜ」は、23 年度に自主運営となり、24年度から児童福祉法による「放課

後等デイサービス事業」として運営した。27 年度開所の「はるかぜ」とともに、3

施設とも順調な運営をおこなうことができた。 

    子育て支援事業としては、実践者による情報交換会の開催の他、子育てサロン・

サークルの訪問を積極的におこない、子育て支援活動の支援をおこなった。 

 

第７ 地域の財産を活かす（40ページ） 

    この施策の大綱における事業は、地域の中で、歴史を学び、文化力を高めていく

ことが狙いの活動であるため、社協として、福祉教育実践校や地区福祉協議会の事

業との連携の中で実施した。 
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第８ 生活を潤す（40～44ページ） 

    介護保険事業においては、居宅介護支援（ケアマネジメント）、訪問介護、介護予

防訪問介護、自費対応訪問介護を実施した。また、障がい福祉サービスにおいては

身体、知的、児童、精神の居宅介護、ガイドヘルパーによる視覚障がい者を支援す

る同行援護を実施した。 

介護保険事業では、年度当初に 2年後の事業終了を公表し、利用者や関係事業者と

の調整に入った。また、障がい者の居宅介護においても、利用のない行動援護事業を

年度中に終了した。 

当事者の組織化としては、在宅介護者の会事務局を務めるとともに、認知症介護家

族の組織化への支援をおこなった。 

新たな課題に対する対応として、5年前から取り組んでいるひきこもり者支援事業

は、関係団体の連絡会運営、啓発講演会、当事者家族の学習会やおしゃべりサロンな

ど活動は充実してきている。教育委員会の御理解のもと、昨年に引き続き全中学 3

年生に支援マップを配布した。また、本所やふくしあにおいて個別の相談も増えてき

ている。昨年度から開始した月 1回の「居場所」は、利用者数こそ多くはないが、参

加する当事者にとって大切な場所となっており、関係機関との連携も含めて、充実を

図っていきたい。 

 

第９ 環境を見直す（44～45ページ） 

    外出支援活動として、車いす及び福祉車両（車いす対応車輌）の貸し出しでは、

貸出件数が、車いす 715 件、福祉車両 655 件となるなど、移動におけるニーズの高

さを示している。また、利用者の利便性を図るため、本所に加え、ふくしあでも車

いすと福祉車両を配備し貸し出しをおこなっている。 

    

第 10 地域活動をささえる（45～54ページ） 

地域福祉実践者で構成する「地区福祉協議会連絡会」を中心として、地域福祉実

践地区のネットワーク化や、地域主体の地域福祉実践体制の整備を図っている。市

社協は事務局を担い、役員会、代表者会、エリア別代表者会を実施し、情報交換や

課題検討をおこなった。地域課題に添った活動への検討や実践が取り組まれる中で、

地域の福祉力が高まり、地域福祉推進における、行政・住民・社協の対等な推進基

盤が築かれる土壌が育ってきている。 

    市社協は、市内 35地区の地区福祉協議会などの地域福祉推進組織に対し個別に活

動支援を行い、住民主体の地域福祉活動の活性化、安定化に努めてきた。財政支援

においても、地区福祉協議会助成事業とともに、特別助成事業を行い、33地区で 103

事業に活用された。併せてさらに地域力を向上させるため、地域において活動する

ボランティアの育成・支援のためのサロン研修会（初心者編・中級者編）を実施す
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るとともに、本所を含めてふくしあや山王荘においてもレクリエーション用具等の

貸出を実施し、1,592件の実績があった。 

 

第 11 生涯学習を進める（54～60ページ） 

    学校発の福祉教育への支援として、福祉教育実践校に小学校 22 校、中学校 9 校、

高等学校 4校、計 35校全校を指定し、各学校における教育目標に沿った実践活動の

展開を支援した。また、実践校間で情報交換や課題検討をするための、実践校連絡

会を開催した。連絡会では、講師等として学校の活動を支援している障がいを持つ

人（協力ゲスト）も参加し、福祉教育担当教員との関係を作りながら、意見交換を

行なうことで、相互理解を深めていった。 

地域ぐるみの学びの場づくりとしては、市民を対象に「地域支え合い推進フォーラ

ム」をさわやか福祉財団の協力を得て行政とともに開催し、446人の参加者に対して、

地域における支え合い活動の普及推進を図った。また、児童、生徒に対する学校外の

福祉教育を推進するため、小・中学生を対象とした交流型福祉体験教室もボランティ

アや近隣施設の協力を得て実施した。 

    社会福祉大会は合併後第 14回を迎え、550人の参加者を得て、福祉に功績のあっ

た 52（人・団体）に社協会長表彰、17（人・団体）に感謝状、1 人に厚生労働大臣

感謝状、9（人・団体）に共同募金感謝状を贈った。第二部では、落語家桂ひな太郎

氏による成年後見落語「後見爺さん」及びトークショーをおこない、成年後見制度

の普及を図った。 

 

第 12 ボランティアのまちづくり（60～62ページ） 

ボランティアの育成では、青年ボランティアの育成を重点取組として、青年学級の

ボランティア参加依頼をしている。 

ボランティア実践活動への支援では、ボランティアセンターを中心にボランティア

グループの活動支援や、ボランティア連絡協議会の事務局としての支援を行った。ボ

ランティア相談からのニーズ発掘、加盟団体の減少などの課題に対するボランティア

センターのあり方については、引き続きの検討事項となっている。 

多様な市民との連携においては、企業の社会貢献として例年同様、ふれあい広場に

人的、物的な協力をいただいた。また、企業の社会貢献活動への支援として、企業の

社員教育の実施に協力したり、地域活動へ企業から講師を派遣いただくなど、企業に

よる社会貢献活動の広がりを支援している。 

 

第 13 地域福祉推進体制の強化（62～67ページ） 

    関係機関との連携では、小地域福祉ネットワーク活動の普及・推進を目的に、地

域包括支援センターとの連携を図るため、地域ケア会議へ参加した。ふくしあの活
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動が本格化する中で、ケア会議では「生活困窮」「ゴミ屋敷」「若年性認知症」「ひき

こもり者」など多様な課題が検討された。 

    また、子育て支援センター、つどいの広場、児童館が集う「子育て支援所連絡会」

へ参加し、子育て支援に関わる情報の共有とネットワーク化を図った。 

社会福祉法人の社会貢献活動について、市内に本部や施設のある社会福祉法人の理

解を得て、今年度 2回「掛川市社会福祉法人等社会貢献研究会」を実施し、地域課題

の共有や情報交換をおこなうとともに、地域に見える社会福祉法人を目指し、地域に

向けた事業開発を協議した。 

自主財源である一般会費の納入率は、平成 26年度 76.52％、平成 27年度 74.86％、

平成 28年度 73.04％、平成 29年度 72.5％、平成 30年度 70.7％と、毎年高い納入率

を得られている。あらためて市民の理解とともに、区長会の御協力に感謝したい。 

施設・団体会費も 28件、148,000円と前年度以上の実績を得ることができた。 

賛助会費ついては、企業・団体・個人から、1,687 件、3,350,892 円いただいた。

前年度比、件数で 97 件減、金額では 189,108 円減であり、例年減となっているが、

社協への理解と支援が賛助会費増強につながるものであり、あらためて賛助会員獲

得に向けて事業の活性化と社協 PR活動等の取り組みをおこなっていきたい。 

 

第 14 地域福祉の推進と評価（67～68ページ） 

    本年度は第三次スマイルプランの 3年目として、特に「災害時要援護者支援」「認

知症の見守り支援」「地域で育む子育て支援」「家事支援」の 4 つの優先課題の普及

推進を図るとともに、中間年として計画の見直し作業をおこなった。 

地区福祉協議会単位における地域福祉活動計画の策定は、第一次計画からの懸案事

項であるが、地区まちづくり協議会が本格的に活動を開始する中、各地区における中

長期視点に立った協働のまちづくりの中で、実現化を目指し支援していきたい。 

 

第 15 共同募金運動の推進（68～71ページ） 

共同募金（一般募金）は、10,941,598 円（目標額の 92.33％）、歳末たすけあい募

金は 8,643,244円（目標額の 98.85％）となり、どちらも目標額を達成することはで

きなかったが、厳しい経済状況の中で、ほぼ昨年並みの実績を上げることができたこ

とは、貴重な浄財を提供いただいた方や熱心に募金活動に取り組んでいただいたボラ

ンティアの力であると考える。共同募金の助成金によって、地域福祉推進のために

31 事業 9,091,133 円（参加者負担金等を含めた総事業費は 9,245,673 円）を活用す

ることができた。また「赤い羽根地域福祉促進助成事業」は、地域に対し 6件、215,000

円を助成した。本事業が更に活用されるよう、今後も普及啓発活動に力を入れていき

たい。 

また、歳末募金では、経済的理由で生活支援が必要な 188世帯、342人の方に見舞

金として 2,598,000円を贈呈した。併せて、地域でおこなう高齢者や障害者などの年
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越しの事業に対して 98 事業、2,219,500 円を配分するなど、希望する個人、団体に

助成することができた。あらためて、御協力いただいたすべての方に感謝申し上げる

とともに、共同募金活動の活性化と貴重な浄財の有効活用については、静岡県共同募

金会と連携を密にして、引き続き推進していきたい。 


